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1．大阪府防災会議における南海トラフ巨大地震の検討状況報告について
【事務局説明】
○　南海トラフ巨大地震による津波浸水想定では、液状化による防潮堤の沈下等を考慮した結果、国想定の3.6倍にあたる約11,000haが浸水し、その人的被害は早期避難率が低い場合では約13万人、避難が迅速に行なわれた場合でも約8千人との想定が示された。

○　防潮堤は高潮計画に基づき整備されており、健全であれば南海トラフ巨大地震の津波に対しても概ね高さが確保されていることから、既存防潮堤の液状化対策により機能保持し津波等の浸水被害を軽減することし、被害想定も踏まえ、対策の重点化、優先順位付けを検討した。

○　重点化については、概ね百数十年に一度発生するマグニチュード8クラスの地震による津波で浸水する箇所と、千年あるいはそれよりも発生頻度が低いマグニチュード9クラスの地震により満潮位で浸水する箇所の対策を実施することとし、優先順位については、津波を最前線で直接防御する第一線防潮ラインの対策を最優先とし、中でも、地震直後から満潮位で浸水が始まる箇所については早期に対策を完了させることとした。また、これに引き続き、水門上流側の対策を実施することとするが、水門上流側であっても満潮位で浸水する箇所は第一線防潮ラインと同様に対策を早期に完了することとした。
【委員意見】
〇　液状化が発生することで、昨年度までやってきた中間答申との状況の変化はでてきているが、以前から検討していた条件と変わったとしても、三大水門を閉めた場合の被害の軽減に関しては、効果がでると確認できていると考えている。
２．三大水門閉鎖の影響検討について
【事務局説明】
〇　三大水門が津波時に波力によって損傷した場合の洪水リスクと高潮リスクについて、検討した。
〇　水門は、津波波力によって主水門が損傷することとなり、開放が困難になるこ　とから、洪水リスクを考慮して動かなくなった主水門を撤去して通水断面を確保するのか、それとも高潮リスクを考慮して、主水門を撤去せずに残すのかを検討した。
〇　主水門を残して通水断面を副水門のみにした場合の洪水による資産等の年平均被害額及び、主水門を撤去した場合の高潮による年平均被害額の比較を行った。
〇　結果、副水門の機能を維持しつつ、損傷した主水門は閉鎖状態で存置することが被害額の観点から効果的であると考えられる。
【委員意見】
○　津波を受けて、水門が残った場合の洪水及び高潮の影響については、上流域の洪水リスクは、寝屋川と大川の合流点である京橋口の影響が支配的であり、その下流側にある水門が少々絞られても、副水門部分のみで十分な流量があることが確認できた。
〇　年平均被害額の算出については、資産被害だけでなく、舟運の制限による経済被害について考慮する必要がある。

〇　水門が損傷し、航路が制限されることについても、西大阪地域については、今後詳細な検討が必要であるが、橋梁の桁高さが低く、従前より物流の動脈となっているのではなく、舟運利用への影響については限定的である。
３．中小水門の津波波力照査結果について

【事務局説明】

〇　中小水門（正蓮寺川水門、六軒家川水門、三軒家水門、出来島水門、旧猪名川水門）のＬ１津波及びＬ２津波によって発生する波力に対する耐力評価を行った。
〇　中小水門の津波波力に対する検討の結果、水門が開閉困難になるような水門は無かった。
〇　また、津波を受けて損傷した水門に対して、さらに第２波、第３波が押し寄せた場合に水門扉体が流失し二次被害を生じないか検討を行った。
〇　その結果、扉体において、新たな塑性変形が発生しないことから、扉体は流失しないと考えられる。
【委員意見】

○　中小水門に関しては、Ｌ２波力を受けた後であっても、開閉機能は確保されるので、洪水、高潮の問題に関しては、リスクは発生しないということが確認できた。
４．津波高潮ステーションの映像更新について

【事務局説明】

〇　津波高潮ステーションの更新については、「津波に対して、自らが考え命を守る行動を想起させる。」「知るだけではなく、行動するという施設を育てる」ということを、今回のリニューアルのポイントとし、ダイナキューブ映像においては、都市部に重点を置き、発生が予想される地震津波災害を最大限表現することで、視聴者の想像力を想起させるような映像構成とし、ガイダンス映像では、命を守るために各々ができることを考えるヒントとなるよう、子供たちによるケーススタディ及び、活発な活動をされる自主防災組織の取り組みを紹介する構成としている。
【委員意見】

○　行政としては、自分の町や学校、会社などにどんな津波が来るのかをハザードマップで伝えたい。自分の街のリスクについて、自分で調べてみようかなという動機つけになるような工夫がほしい。
〇　防災は、各地域で状況が異なる。団体の来場者に対しても、津波高潮ステーションに来た後、地元にもどって、その地域を学ぶということとリンクすることが重要である。そういう意味では、学校との連携が重要である。
〇　子供達の防災教育の場では、自分で実際に体験する、自分で作ってみるなどというコンテンツが非常に喜ばれることが知見としてわかっているので、今後の更新の際の参考にしてもらいたい。
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